
企業理念
私たちは「新しいコミュニケーション文化の世界の創造」に向けて、個人の能力を最大限に
生かし、お客さまに心から満足していただける、よりパーソナルなコミュニケーションの確立
をめざします。

編集方針
「アニュアルレポート2016」は、財務・非財務、両面を含めたドコモの企業価値をお伝えすべく、統合報告書として編集していま
す。これまでに培ってきた資産が、どのように今後の価値創造につながり持続的成長を実現していくのかを、株主・投資家をはじ
めとするステークホルダーのみなさまにご理解いただけるよう、特に非財務情報のさらなる充実を図りました。また、「価値創造
を支える基盤セクション」では、業界を牽引する企業として、持続可能な社会をめざし、環境や社会的課題の解決などに貢献する
取組みについてもご紹介しています。

年度表記について
本アニュアルレポート中の2015年度、2016年3月期とは、いずれも2016年3月31日に終了した会計年度をさし、そのほかの
年度についても同様とします。

本アニュアルレポートに掲載されている情報は、別途明示しているものを
除き、2016年8月現在のものです。また、別途記載しているものを除き、
「ドコモ」「ドコモグループ」「当社」「当社グループ」などの記載については
株式会社NTTドコモおよびその連結子会社を示しています。本アニュアル
レポートに記載されている会社名、製品名などは、該当する各社の商標ま
たは登録商標です。iPhoneはApple Inc.の商標です。iPhoneの商標は、
アイホン株式会社のライセンスに基づき使用されています。

より幅広いIR関連情報はこちら

▶▶▶  株主・投資家情報（IR）サイト
https://www.nttdocomo.co.jp/corporate/ir/

● 決算情報
● 適時開示資料
● 経営方針、社長メッセージ
● 個人投資家向け情報
● 株式関連情報　など

より幅広いCSR関連情報はこちら

▶▶▶  CSRサイト　
https://www.nttdocomo.co.jp/corporate/csr/

● サステナビリティレポート
　（CSRレポート）
● ドコモのCSR
● 通信サービスの取組み
● 地球環境保全・社会貢献活動　など

将来の見通しなどに関する記述について
本アニュアルレポート中には、その作成時点までに当社グループが入手し
た情報に基づく予測、計画、想定、認識、評価などを基礎とした将来の見通
しに関する記述が含まれています。また、本アニュアルレポートにおける
業績などの予想数値を算定するために、過去に確定し正確に認識された
事実のほか、予想を行うために不可欠となる一定の前提（仮定）を用いて
います。当社の事業に伴うさまざまな潜在的リスクや不確定要因などによ
り、実際の結果や業績などは当該見通しなどに関する記述内容と大きく異
なる可能性があります。
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ドコモの歴史

ドコモの歴史

携帯電話をポケットに入るほど
まで小型化し、通話品質を改
善。また、基地局ネットワーク
の拡大により、「いつでも・ど
こでも・誰とでも」を実現

1993年 
デジタル・ムーバ
（mova）提供開始

多くの革新によって、
日本のモバイルICT＊の礎を
築き上げてきました。

インターネット接続を可能にした
「iモード」サービスや、カメラ・
GPS・「おサイフケータイ」な
どの機能の登場で、携帯電話
は「ITインフラ」に

1999年 
iモードサービス
提供開始

電子マネー「iD」や緊急速報「エ
リアメール」など、生活のあら
ゆるシーンに密着し、より便利
で楽しい、安心・安全を届ける
さまざまなサービスを提供

2005年 
後払い方式電子
マネーiD提供開始

スマートフォンやタブレットの本
格的な普及に合わせ、「ｄマー
ケット」を提供。お客さまの暮
らしやビジネスを充実させ
る「スマートライフ」への挑
戦がはじまる

2011年 
ｄマーケット提供開始

個人ユーザーへの広がり 話すケータイから
使うケータイへ

行動支援ツールとなる
生活インフラ 新たなモバイルの時代

＊ ICT（Information and Communication Technology）: 情報通信技術
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　ドコモは「新しいコミュニケーション文化の世界
の創造」という企業理念のもと、人々の暮らし・社会
に価値を届けてきました。
　革新的な商品・サービスを生み、世の中に新しい
感動と豊かさを提供すること。生活を支える社会の
基盤として、安心 ・ 安全を届けること。いずれも、移
動通信技術を基軸とし発展してきたドコモならでは
の提供価値です。
　これらの革新と安全の歴史を積み重ねてきた結
果として、私たち独自の「強み」があります。日本屈
指の顧客基盤、高いブランドおよび社会からの評
価、数多くのパートナーとのアライアンス、広範囲・
ハイスペックな通信設備、世界をリードし続ける研
究開発、盤石な財務資本、そして、すべての根幹と
なる人材。
　こうした強みを活かし、これからも新しいコミュ
ニケーション文化の世界の創造に挑み続けていき
ます。

7つの強み

通信設備

パートナーシップ

ブランドおよび
社会からの評価

研究開発力

人材

顧客基盤

財務資本
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＊  ブランド価値は、株式会社インターブランドジャパンが日本発のブランドを対象に、独自の手法で分析・評価し、ブランドが持つ価値を金額に換算してランク付けしたものです。
「Best Japan Brands 2016」2016年2月17日発表。 https://www.interbrandjapan.com/ja/data/press-release/bjb_17_feb_2016_jp.pdf

歴史によって培われた強みは、
確かな成果として
あらわれています。

7つの強みを表す数値
 (2016年3月末現在）

ドコモの今

通信設備

パートナーシップ

ブランドおよび
社会からの評価

研究開発力

人材

顧客基盤

財務資本

「+d」パートナー数

124
 (2016年7月15日現在）

ブランド価値

9,198＊
百万ドル

自己資本  約5兆円

従業員数

26,129名

外国特許保有件数

8,400件

LTE基地局数

138,100局

契約数

7,096万

P17・42
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社会からの評価

＊1 海外売上高比率（2012年度連結ベース実績値）が30%未満の国内ブランドを対象とした「ドメスティック日本ブランドランキング」
＊2  総合企業ランキング「NICES（ナイセス）」は、株式会社日経リサーチが、ステークホルダーの観点から企業を総合的に評価しランク付けしたランキングです。
http://www.nikkei-r.co.jp/domestic/management/nices/index.html

携帯電話契約数シェア

国内

第1位
（43.6％）

お客さま満足度

国内

第1位

ブランド価値＊1 

国内

第1位
出典 ：  株式会社インターブランドジャパン

「Best Japan Brands 2016」出典 ： 各社発表をもとに当社が算出。2016年3月末現在
出典 ：  J.D.パワー

2015年日本携帯電話サービス顧客満足度調査SM

時価総額

国内

第2位
（10兆1,042億円）

LTE契約数

グローバル
第3位 

（3,868万契約）

解約率の低さ

グローバル
トップクラス

（0.62%）
出典 ：  GSMA Intelligence, Connections, excluding 

cellular M2M, LTE, Q1 2015　
出典 ：  各社発表のポストペイド契約の年間（歴年）解約率

との比較。ドコモは2016年3月末現在

総合企業ランキング「NICES（ナイセス）」＊2

第6位

新ダイバーシティ経営100選

受賞
※ 経済産業省主催　
 平成27年度「新・ダイバーシティ経営企業100選」

CSR企業ランキング

国内総合 第5位
出典 ：  東洋経済新報社

「東洋経済 第10回CSR企業ランキング報告書
(2016版）」 出典 ：  日本経済新聞社　2015年11月27日朝刊

※2016年3月末現在
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「いつか、
あたりまえになることを。」
そんな未来をつくり上げる
ために挑戦し続けます。

通信設備 ブランドおよび
社会からの評価

パートナーシップ研究開発力

人材

顧客基盤

財務資本

通信事業

スマートライフ
領域

ドコモのめざすもの

P34-35
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利益回復からさらにその先をめざし、中期目標の1年前倒しへ

2020年ビジョン ：　
スマート イノベーションへの挑戦

Harmonize 国 ・ 地域 ・ 世代を超えた豊かな社会への貢献

Evolve サービス ・ ネットワークの進化

Advance サービスの融合による産業の発展

Relate つながりによる喜びの創出

Trust 安心・安全で心地よい暮らしの支援

目標達成年度 営業利益 コスト効率化
（2013年度比） 設備投資額 株主還元

2016年度 9,100億円 ▲4,400億円 5,850億円 増配と
自己株式取得
による強化2017年度 8,200億円以上

1,000億円以上
▲4,000億円以上 6,500億円以下

※上段は、2016年4月28日に発表した2016年度の目標、下段は、2014年10月31日に発表した2017年度の中期目標

スマートライフ領域

1,200億円
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社長メッセージ
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「サービスの創造と進化」
「＋ｄの促進」「あらゆる基盤の強化」
̶ 3つの重点戦略で、お客さまと社会に
「更なる価値」を提供していきます。

代表取締役社長

社長就任にあたって

　本年度より、新たに社長に就任した吉澤和弘です。社長職

を拝命し身の引き締まる想いであり、誠心誠意、当社の将来

に向けて力を尽くしたいと気持ちを新たにしています。私は

これまでも経営企画部長、副社長として、競争のステージを

「サービスによる付加価値競争のステージ」に転換すること

や、コストおよび組織の構造改革に取り組んでおり、料金プラ

ン「カケホーダイ＆パケあえる」やiPhoneの導入、「ドコモ光」

の開始など、当社が体験してきた大きな変革にも携わりまし

た。ドコモは今、大変激しい変化の真っ只中にいます。このよ

うな環境のなかでバトンを受け取り、今後は社長として、これ

までの挑戦や変革をより一層加速していき、お客さま、そして

広く世の中へ「更なる価値」を提供し続けることが私たちの使

命であると考え、全力で推進していきます。

「更なる価値」を提供し続けるために、
3つの重点戦略を推進します

　私たちは、昨年、長期的な企業像を表すブランドスローガ

ンを「いつか、あたりまえになることを。」と改めました。すべ

てのお客さまの便利で快適な生活を実現するために、イノ

ベーションに挑んでいくという私たちの想いが込められて

います。現在、日本国内では少子高齢化や人口減少などに

伴い、さまざまな社会的課題が顕在化しています。生活者の

ライフスタイルも変容しています。また、通信業界はグロー

バルレベルで変化が激しく、多種多様なプレーヤーが登場

し、通信事業者の立場にも変化が現れています。このような

環境変化のなか、私たちは、通信やICT技術の高度化による

「スマート イノベーション」に挑み続けることで、お客さまや

社会に「更なる価値」をもたらすことができると考えていま

す。「更なる価値」の提供に向けて、柱となるのが「サービス

の創造と進化」「＋ｄの促進」「あらゆる基盤の強化」の3つの

重点戦略です。 P17

スピード重視で、健全な会社をめざします

　当社は「更なる価値」の提供とコーポレート・ガバナンスの

強化により、「お客さまサービスの向上」と「企業の持続的成

長」の両方を実現し、健全な会社をめざしていきます。健全な

会社とは、お客さまに喜ばれる最適なサービスを提供し続け

るとともに、たゆまぬ構造改革を継続し、利益水準を維持・拡

大していくことだと考えています。そして、これを実現するた

めのキーワードは「スピード」です。ますます加速する世の中

の動き、環境の変化、多様化のなかで、規模の大小にかかわら

ず「早いものが遅いものを下す」という考え方のもと、スピー

ド重視の事業展開を推し進めていきます。そして、当社の企

業理念である「新しいコミュニケーション文化の世界の創造」

に向けて邁進していきます。

2016年8月
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（年度） （年度）

EBITDA EBITDAマージン

（億円） （億円） （%）

当期純利益＊1／
営業収益当期純利益＊1率

（年度）

EBITDA／EBITDAマージン

ROE＊2

（年度）

フリー・キャッシュ・フロー＊3

（億円）（%）

設備投資額／
営業収益設備投資比率

（年度）

研究開発費

設備投資額 営業収益設備投資比率

（億円）（億円）

（%）

（%）

（年度） （年度）

営業利益 営業収益営業利益率

（億円） （億円） （%）
営業収益 営業利益／営業収益営業利益率

（年度）

当期純利益＊1
営業収益当期純利益＊1率

5,484
14,546

5,987

4,101
4,6474,9104,639 13,691

15,72215,69315,833

32.1
31.235.235.137.3

12.1

9.410.4
11.010.9

17.3

14.6
18.4

18.7
20.6

13.115.115.816.917.1

10.3

7.4
8.4

9.49.4

2,956
2,572

2,256

5,035

45,271

5,952

43,83444,61244,70142,400 7,830

833

6,391

8,1928,3728,745

6,618
7,031

7,5377,268
9701,020

1,1131,085

1514131211 1514131211

1514131211 1514131211

1514131211 1514131211

1514131211 1514131211

ハイライト

営業収益の増加に加えコスト
効率化の取組みに伴う営業費
用の減少などの結果、営業利
益は前年度比1,440億円増の
7,830億円となりました。
また、営業収益営業利益率
は前年度比2.7ポイント増の
17.3％となりました。

成長のための研究開発に取
り組むとともに研究開発費
の効率化も推進し、前年度比
137億円減の883億円とな
りました。

営業収益は、通信事業の回復
やスマートライフ領域の順調
な成長などにより、前年度比
1,437億円増の4兆5,271億
円となりました。

当期純利益は、営業利益の増
加と法人税の減少などによ
り、前年度比1,383億円増の
5,484億円となりました。
また、営業収益当期純利益率
は前年度比2.7ポイント増の
12.1％となりました。

ＲＯＥは、当期純利益*1の増加
および自己株式取得による
株主資本の減少により、前年
度比2.9ポイント増の10.3％
となりました。

EBITDAは、営業利益の増加
により前年度比855億円増の
1兆4,546億円、EBITDAマー
ジンは前年度比0.9ポイント
増の32.1％となりました。

営業活動によるキャッシュ・フ
ローと投資活動によるキャッ
シュ・フローの合計であるフ
リー・キャッシュ・フローは、
前年度比3,032億円増の
5,987億円となりました。

設備投資の効率化に取り組
んだ結果、設備投資額は前年
度比665億円減の5,952億
円となりました。
また、営業収益設備投資比率
は前年度比2.0ポイント減の
13.1％となりました。

成長性・収益性関連

※ フリー・キャッシュ・フローの算定にあたっては、期末日が金融機関の休業日になったこと
による電話料金未回収影響額、NTTファイナンス株式会社への電話料金の債権譲渡に
よる電話料金未回収影響額、および期間3か月超の資金運用を目的とした金融商品の取
得、償還および売却による増減を除いています。

＊1 当社に帰属する当期純利益

＊3  営業活動によるキャッシュ・フ
ロー＋投資活動によるキャッ
シュ・フロー

＊2  当社に帰属する当期純利益÷株
主資本（ROE）の計算に使用して
いる株主資本は期中平均
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（年度）

（円／月・利用者）

1利用者当たり月間平均収入 1利用者当たり月間平均通話時間

（分／月・利用者）

ARPU＊1 MOU＊1

有利子負債／D/Eレシオ 株主資本／株主資本比率
（億円）（億円） （倍） （%）

0.042
0.0410.041

0.047
0.051 73.575.375.274.972.9

2,2272,303
2,5382,567

1514131211 （年度）1514131211

（年度）1514131211 （年度）1514131211

4,170

2,222

133

4,100
4,370

4,9005,140
122116118

126

53,02253,801
56,434

53,685
50,625

（年度）

（千契約） （千契約）

携帯電話契約数 純増数

解約率＊2 携帯電話販売数
（万台）（%）

70,964
66,59663,105 61,53660,130

0.620.61

0.820.82

0.60

2,375
2,2512,356

2,209

1514131211 （年度）1514131211

（年度）1514131211 （年度）1514131211

4,368

2,606

3,490

1,5691,407

2,120

有利子負債 D/Eレシオ 株主資本 株主資本比率

財務基盤関連

オペレーション関連

株主資本は、自己株式の取得
などにより、前年度比779億
円減の5兆3,022億円となり
ました。また、株主資本比率
は前年度比1.8ポイント減の
73.5％となりました。

ＭＯＵは、音声定額の「カケ
ホーダイプラン」および「カ
ケホーダイライトプラン」の
契約数増加に伴い、前年度
比11分増の133分となりま
した。

純増数は、タブレットなどの2
台目需要の増加および「ドコ
モ光」とのセット料金の提供
によるご家族単位での購入
の促進により、前年度比88万
契約増の437万契約となりま
した。

携帯電話販売数は、お客さま
の多様なニーズに合わせた
魅力的な端末ラインナップ
の充実などにより、前年度比
231万台増の2,606万台と
なりました。

有利子負債は前年度比5億
円減の2,222億円となりまし
たが、自己株式の取得による
株主資本の減少により、D/E
レシオは前年度比0.001ポ
イント増の0.042倍となりま
した。

ＡＲＰＵは、料金プラン「カケ
ホーダイ＆パケあえる」の上
位プランへの移行、タブレット
販売および「ドコモ光」契約数
の増加により前年度比70円
増の4,170円となりました。

携帯電話契約数は、純増に伴
い前年度比約437万契約増の
7,096万契約となりました。

解約率は、前年度対比0.1ポ
イント増の0.62％と前年度並
みの低水準となりました。

＊2  2015年度より算定方法を変更、
MVNO契約数および解約数を
除いて算出
（それに伴い、2013年度と2014
年度の数値も変更）。

＊1  2015年度より算定方法を変更（そ
れに伴い、2013年度と2014年度
の数値も変更）。  P38

＊1  2015年度より算定方法を変更（そ
れに伴い、2013年度と2014年度
の数値も変更）。  P38

11株式会社NTTドコモ   アニュアルレポート 2016



人材・社会関連

株式関連

総電力使用量 紙資源使用量
（t）（千MWh）

（名） （%）
従業員数 女性管理職比率

125名
3.0

149名
3.6

105名
2.790名

2.4

26,12925,68024,86023,89023,289

2,8873,0142,8742,8672,945

15,601

21,314

33,023 33,083

（年度）1514131211

（年度）151413

3,075

4,730

0

（年度）1514131211 （年度）1514131211

10,498

1株当たり配当金 自己株式の取得
（億円）（円）

（倍） （円）
PER 1株当たり当社に帰属する当期純利益

20.54

14.53
12.0012.28

101.55
112.07118.41111.87

65
606056

（年度）1514131211 （年度）1514131211

（年度）1514131211

（年度）15141312

18.06

70

141.30

女性管理職は前年度比24
名増の149名となり、女性
管理職比率は0.6ポイント
増の3.6%となりました。

紙資源使用量は前年度比
5,103トン減の10,498ト
ンとなりました。

1株当たり当社に帰属す
る当期純利益は前年度比
39.75円増の141.30円と
なりました。

2016年1月に、2016年2
月1日から同年12月31日
までに5,000億円を上限と
する自己株式の取得を発表
し、2015年度は3,075億
円取得しました。

従業員数は前年度比449
名増の26,129名となりま
した。

総電力使用量は前年度比
127千MWh減の2,887千
MWhとなりました。

PER（株価収益率）は前年度
比2.48ポイント減の18.06
倍となりました。

1株当たり配当金は前年度
比５円増の70円となりまし
た。

※当社外からの出向者を含み、当社外への出向者は含みません。 ※2011年度以前は非公開

※2013年10月１日の株式分割（1:100）の影響を考慮した数値
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株式・財務データ

120

110

100

90

80

70

60

0

%

2015年12月から2016年6月の株価推移

（年度）

（百万円）

配当金総額

（2015年12月25日を100%とした変動率）

（年度）

（%）

（%）

64.0

49.553.550.750.1

35.9

7.1

35.4

10.2

32.6

9.2

28.5

12.0

27.5

14.0

7.4

13.5

28.0

10.3

17.4

15.5

8.4

13.0

29.5

9.4

11.2

29.7

9.4

11.5

40.3

ROE ROE構成要素

（年度）

配当性向

1514131211

1514131211

1514131211

2015/12 2016/3 2016/42016/2 2016/5 2016/62016/1

ー日経平均株価　ードコモ　ーKDDI　ーソフトバンク
出典 : 東京証券取引所

出典 : 各社発表の数値による

出典 : 各社発表の数値による

出典 : 各社発表の数値による
ドコモ KDDI ソフトバンク

ドコモ KDDI ソフトバンク

（2015年度）

（%）

ROE構成要素

ROE
当期純利益率
（当期純利益
÷売上高）

資産回転率
（売上高÷
総資産）

レバレッジ比率
（総資産*÷
株主資本＊）

ドコモ 10.3 12.1 63.0 134.4
KDDI 15.5 11.1 78.1 179.4
ソフトバンク 17.4  5.2 43.5 770.5
出典：各社発表の数値による
＊総資産・株主資本は期中平均値。KDDI、ソフトバンクは会社発表値から当社で算出

ハイライト

■ ドコモ 232,219 248,806 248,806 254,809 267,474 

■ au  64,329 68,795 108,033 141,946 174,843 

■ ソフトバンク 43,940 45,934 47,608 47,562 47,562 ※KDDIの各数値は、2011-2013年度がJGAAP、2014-2015年度がIFRS
　ソフトバンクの各数値は、2011年度がJGAAP、２０１２-２０１５年度がIFRS

※KDDIの各数値は、2011-2013年度がJGAAP、2014-2015年度がIFRS
　ソフトバンクの各数値は、2011年度がJGAAP、２０１２-２０１５年度がIFRS
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